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 Ⅱ　令和 4年度一般会計・特別会計 2月補正予算案
 　 1　令和 4年度奈良県一般会計補正予算（第 7号）� 36,480,519千円
　【総括表】

　　　　　　　　　　　（金額欄は再掲を含む）� （単位：千円）

1 　新型コロナウイルス感染症対策 22,440,763

2 　地域デジタル化の推進 1,735,743

3 　栄える「都」をつくる
　　～奈良県経済の好循環を促し、働きやすく、就業
　　しやすい奈良県にする～

1,849,338

4 　賑わう「都」をつくる
　　～奈良が有する自然・歴史・文化資源を活用し、
　　観光産業を振興する～

101,000

5 　愉しむ「都」をつくる
　　～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良を
　　つくる～

5,520,695

6 　便利な「都」をつくる
　　～県土マネジメントを推進し、効率的で便利な交
　　通基盤をつくる～

4,538,627

7 　健やかな「都」をつくる
　　～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含
　　む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

105,550

8 　智恵の「都」をつくる
　　～すべての県民が、生涯良く学び続けられ、奈良
　　の歴史文化に親しめる地域をつくる～

193,969

9 　豊かな「都」をつくる
　　～県内の農・畜産・水産業・林業の振興、農村活
　　性化、脱炭素エネルギー政策、森林を護る施策を
　　進める～

1,972,676

10　誇らしい「都」をつくる
　　～奈良のポテンシャルを最大限に活かしたまちづ
　　くりを進め、地域の新たな未来を切り開く～

5,476,338

政策体系別内訳
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　　　　　　　　　　　� （単位：千円）

特
　
定
　
財
　
源

分 担 金 及 び 負 担 金 67,221

国 庫 支 出 金 30,137,890

諸 収 入 130,212

県 債 5,115,500

一　　�般　　�財　　�源 1,029,696

　　　　　　　　　　　� （単位：千円）

地 方 交 付 税 1,029,696

　　　　　　　　　　　� （単位：千円）

補 正 後 予 算 総 額 620,973,637

当 初 予 算 比 12.8％増

前 年 度 同 期 比 2.5％減

財 源 内 訳

一般財源の内訳

予 算 の 規 模
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

1 　新型コロナウイルス感染症対策

　 1　病床・宿泊療養施設の確保

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

新型コロナウイルス
感染症患者入院病床
確保事業

市町�
村・一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

新型コロナウイルス感染症患者の入院病床の確保に対し補助
　実施主体　県立医科大学附属病院、奈良県総合医療センター、
　　　　　　西和医療センター外37施設
　病 床 数　566床
負担区分　国／1010

11,488,000

医療政策局
病院マネジ
メ ン ト 課
疾病対策課

軽症者療養施設運営
事業

県実施

新型コロナウイルス感染症の軽症者の受入れ可能な施設の運営
　確保室数　969室
負担区分　国／1010

4,095,000 福祉医療部
企画管理室

入院・入所待機者等
支援事業

県・市町村実施

自宅療養者等の健康状態や症状の変化を的確に把握するため、パ
ルスオキシメーターを貸与等
医療機関等への移送手段の確保
負担区分　国／1010

293,000 医療政策局
健康推進課

感染症患者移送事業
県実施

新型コロナウイルス感染者を医療機関や軽症者療養施設へ移送
負担区分　国／1010、国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

38,900 医療政策局
疾病対策課

入院・外来協力医療
機関等設備整備補助
事業

市町�
村・一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

入院医療機関及び外来協力医療機関等の設備整備に対し補助
　ＣＴ撮影装置、人工呼吸器、空気清浄機等
　実施主体　県立医科大学附属病院、奈良県総合医療センター、
　　　　　　南奈良総合医療センター外22施設
負担区分　国／1010

1,482,000
医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

発熱外来クリニック
設置補助事業

市町村実施

発熱外来クリニックの設置に要する経費に対し補助
　簡易診察室、個人防護具等
　実施主体　奈良市立休日夜間診療所
負担区分　国／1010

18,000
医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

県内医療機関患者受
入体制整備事業

県実施

医療機関における患者の受入れに対応できるよう、必要な医療物
資を保管・配送
負担区分　国／1010

8,640 医療政策局
薬 務 課

感染症医療費公費負
担

県実施

医療機関に入院・通院した新型コロナウイルス感染症患者にかか
る公費負担医療費
負担区分　国／1010、国／3 4・県（地方創生臨時交付金）／1 4、
　　　　　県（地方創生臨時交付金）／1010

356,000 医療政策局
疾病対策課

　 2　福祉施設等のクラスター対策

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

社会福祉施設等クラ
スター発生防止事業

県実施

感染症専門医や感染管理認定看護師、県職員等で構成するチーム
による社会福祉施設等での実地指導や研修を実施
負担区分　国／1010 10,000

福祉医療部
障害福祉課

・
医療・介護
保 険 局
介護保険課

千円

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

新型コロナウイルス
検査体制拡充事業

県実施

地域の感染拡大状況を踏まえ、医療機関や社会福祉施設の職員等
を対象とした一斉・定期的な検査を実施
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

244,000 福祉医療部
企画管理室

児童福祉施設等感染
拡大防止事業

県・市町村・民間実施

幼稚園・児童養護施設・保育所・放課後児童クラブ等がマスク・
消毒液などを購入する費用や感染症対策の改修整備を行う費用に
対し補助等
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2、
　　　　　国／1 3・県（地方創生臨時交付金）／1 3・市町村／1 3、
　　　　　国／1 2・市町村／1 2

118,472

文化・教育・
くらし創造部
教育振興課

・
こ ど も
・ 女 性 局
女 性 活 躍
推 進 課
奈 良 っ 子
はぐくみ課
こども家庭課

・
教育委員会
学 ぶ 力
はぐくみ課

児童相談所一時保護
体制整備事業

県実施

保護者が新型コロナウイルス感染症に感染した場合や濃厚接触者
となった場合に、児童相談所で適切に児童を一時保護できるよう、
看護師の配置等の体制を整備
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

8,300
こ ど も
・ 女 性 局
こども家庭課

　 3　ワクチン接種の推進

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

新型コロナウイルス
ワクチン接種体制確
保事業

市町�
村・一部事務組合・
独立行政法人・公立
大学法人・地方独立
行政法人・民間実施

新型コロナウイルスワクチン接種の円滑な推進のための体制確保
　広域接種会場の設置、市町村への医師派遣等により、市町村の
　ワクチン接種体制確保を支援
　副反応コールセンターの運営
　ワクチン接種を実施する医療機関に対して支援金を支給　　　
　職域接種の実施に要する経費に対し補助
負担区分　国／1010

2,090,594

医療政策局
新型コロナ
ワクチン接種
推 進 室

　 4　基本方針に基づく各般の取組

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

県立学校感染症対策
充実事業

県実施

県立学校における新型コロナウイルス感染症の感染拡大を防止す
るため、消毒液、保健衛生用品等を整備
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

11,933
教育委員会
高校の特色
づくり推進課

特別支援学校スクー
ルバス感染症対策事
業

県実施

通学時の新型コロナウイルス感染症の感染リスクを低減するため、
特別支援学校のスクールバスを増車
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

127,094
教育委員会
特 別 支 援
教育推進室

新型コロナウイルス
検査促進事業

県・民間実施

健康上の理由等でワクチン接種を受けられない県民の「ワクチン
・検査パッケージ」利用のための検査や、感染拡大時における陽
性者の早期発見に向けた検査を促進するための体制を確保
負担区分　県（地方創生臨時交付金）／1010

800,000 知 事 公 室
防災統括室

千円

千円

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

新型コロナ・発熱患
者受診相談窓口等運
営事業

県・市町村実施

新型コロナウイルス感染症に関する県電話相談窓口の運営　　　
　受付時間　24時間（平日・土日祝日）
奈良市の新型コロナウイルス感染症に関する電話相談窓口の運営
に対し補助
負担区分　国／1010

151,000
医療政策局
健康推進課

保健所機能強化事業
県実施

保健所における衛生物品等の購入
負担区分　国／1010

29,500
福祉医療部
企画管理室

ＰＣＲ検査機器整備
補助事業

市町村・�
一部事務組合・独立
行政法人・地方独立
行政法人・民間実施

医療機関のＰＣＲ検査機器の整備に対し補助
　実施主体　大和高田市立病院、奈良医療センター外23施設
負担区分　国／1010 150,000

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

ＰＣＲ検査民間委託
事業

県実施

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査を民間の検査機関に委託
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2 198,000

福祉医療部
企画管理室

ＰＣＲ検査公費負担
県実施

新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査にかかる公費負担医療費
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

655,000
医療政策局
疾病対策課

障害福祉施設に対す
るサービス継続支援
事業

民間実施

障害福祉施設で新型コロナウイルス感染症の感染者が発生した場
合にサービスが継続的に提供されるよう、応援職員の派遣や必要
な衛生用品の購入等を支援
負担区分　国／2 3・県（地方創生臨時交付金）／1 3

14,000
福祉医療部
障害福祉課

妊産婦等支援強化事
業

県実施

妊産婦に対する新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査や、保健
師等による訪問ケア等を実施
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2

7,000
医療政策局
健康推進課

　 5　新型コロナウイルス感染症で大きな影響を受けた方々を支援

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

生活困窮者相談体制
運営事業

県実施

新型コロナウイルス感染症の影響による生活困窮者等に対し、オ
ンラインによる相談を実施
負担区分　国／3 4・県（地方創生臨時交付金）／1 4

6,700
福祉医療部
地域福祉課

生活困窮者住居確保
等支援事業

県実施

生活困窮者に対する入居から見守りまでの一貫した支援を実施す
るため、相談支援員を増員
負担区分　国／3 4・県（地方創生臨時交付金）／1 4

8,550
福祉医療部
地域福祉課

自殺対策強化事業

県・市町村・民間実施

失業や休業等を原因とする自殺を未然に防止するため、電話相談
による支援を実施
　臨床心理士等による相談窓口の運営
　　平日　16時～20時　　土日祝　 9時～20時
負担区分　国／3 4・県（地方創生臨時交付金）／1 4
自殺対策に自主的に取り組む市町村等の活動に対し補助
　実施主体　奈良市、（福）奈良いのちの電話協会
負担区分　国／1010

31,080
医療政策局
疾病対策課

千円

千円



― 177 ―

事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

2 　地域デジタル化の推進

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

南部・東部地域デジ
タル化推進事業

県実施

デジタル技術を活用して地域課題を解決するため、住民の「豊か
で持続可能なくらしの実現」につながるデジタルサービスの実証
実験を実施
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

19,000
知 事 公 室
美しい南部
東部振興課

〇新南部・東部地域デ
ジタル化支援事業

県実施

奥大和が目指す姿の実現や持続的な発展に向け、デジタルサービ
スを活用した課題解決の手法を検討
　地域振興に必要なデジタル技術を体験できる場の提供
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

20,000
知 事 公 室
美しい南部
東部振興課

研修プラットホーム
運営事業

県実施

動画コンテンツを活用した実践的かつ効果的な研修を実施
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 90,360

総 務 部
行政・人材
マ ネ ジ
メ ン ト 課

奈良県行政のＤＸ化
研修事業

県実施

県職員を対象とするデジタル人材育成のための研修を実施
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 6,400

総 務 部
行政・人材
マ ネ ジ
メ ン ト 課

デジタルパブリシテ
ィ推進事業

県実施

多様で優秀な人材を確保するため、オンラインでの職員採用活動
を強化
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

6,836

総 務 部
行政・人材
マ ネ ジ
メ ン ト 課

〇新税務総合システム
・スマート化事業

県実施

納税者の利便性の向上を図るため、税務総合システムのスマート
化を推進
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3

80,000 総 務 部
税 務 課

行政手続の電子化事
業

県実施

電子申請システムを活用した行政手続きの電子化を推進
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3 6,590

総 務 部
デ ジ タ ル
戦 略 課

地域デジタル化推進
支援事業

県実施

デジタル化による県内経済・産業の発展、行政サービスの効率化
を推進
　デジタル技術等の活用による事業計画策定及び経営改善を支援
　金融機関と連携した小規模事業者等へのデジタルサービス導入
　支援
　中小企業向けデジタルサービス導入支援に関する展示会の開催
　クラウドサービスを利用し、庁内システムの運用等を行うため
　の人材を育成
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

189,000

総 務 部
デ ジ タ ル
戦 略 課

・
産業・観光・
雇用振興部
産 業 振 興
総合センター

地域デジタル化戦略
推進事業

県実施

奈良県地域デジタル化戦略に基づく取組を推進
　デジタル技術を活用した取組の検討・試行支援
　〇新市町村におけるデジタルデバイド対策の検討・実証
〇新情報の一元化や共有するためのコミュニケーションツールを導
入
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3、
　　　　　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

23,388

総 務 部
デ ジ タ ル
戦 略 課
デ ジ タ ル
管 理 室

〇新情報連携基盤によ
る行政サービスの変
革推進事業

県実施

情報連携基盤（奈良スーパーアプリ）による行政サービスの変革
を実現
　奈良スーパーアプリの構築・運用及び活用の推進
　市町村業務における奈良スーパーアプリの活用を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3

620,000
総 務 部
デ ジ タ ル
戦 略 課

千円



― 178 ―

事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

〇新デジタル版奈良モ
デル推進事業

県実施

市町村が利用する業務システムの標準化・共同化を支援
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 7,000

総 務 部
デ ジ タ ル
戦 略 課

〇新文化財データベー
ス構築事業

県実施

指定文化財に関するデータベースの構築
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3 5,000

文化・教育・
くらし創造部
文化財保存課

〇新福祉の奈良モデル
実践におけるデジタ
ル化に関する調査研
究事業

県実施

市町村における住民の困りごとを適切な支援につなぐ仕組みの構
築に向けたデジタル技術の活用を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3 7,000 福祉医療部

地域福祉課

医療分野デジタル化
推進事業

県実施

県内診療所を対象にデジタル化に向けた相談会を実施
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 4,000

医療政策局
地 域 医 療
連 携 課

病院情報システムの
クラウド化・共同化
検討事業

県実施

電子カルテなど病院情報システムのクラウド化・共同化を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 18,300

医療政策局
病院マネジ
メ ン ト 課

〇新森林整備効率化促
進事業

民間実施

ＩＣＴ技術を活用した森林整備を行うための機器導入に対し補助
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 4・県／1 4・実施主体／1 2 2,500

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

デジタル技術を活用
した法規制区域監視
推進事業

県実施

デジタル技術を活用し、砂防指定地等における監視体制を強化
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

29,000

水循環・森林
・景観環境部
森 と 人 の
共生推進課

・
食 と 農 の
振 興 部
担 い 手 ・
農地マネジ
メ ン ト 課

・
県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

・
地域デザイン
推 進 局
建 築 安 全
推 進 課

オンラインを活用し
た職業訓練推進事業

県実施

企業のニーズを踏まえたリカレント教育による雇用機会の創出や
生産性向上等を促進
　企業ニーズに沿った知識・能力を有する人材を研修と企業実習
　により育成
　在職者訓練による学び直しを通じたキャリアアップ等を支援
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

57,000
産業・観光・
雇用振興部
雇用政策課

奈良県観光ＤＸ推進
事業

県実施

コロナ禍による観光を取り巻く環境の変化に対応するため、県内
観光業のデジタル技術の活用強化に向けた取組を推進
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3

80,000
観 光 局
ならの観光力
向 上 課
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

建設業ＤＸ推進事業

民間実施

建設現場における作業効率や安全性を高めるとともに、生産性の
向上を図るため、ドローンや電子小黒板などのＤＸ機器導入に対
し補助
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 4・県／1 4・実施主体／1 2

20,000

県土マネジ
メ ン ト 部
建 設 業 ・
契約管理課

ＣＩＭ導入検討事業

県実施

土木工事の計画・調査・設計段階から三次元データを取り扱う
「ＣＩＭ」を試行的に導入し、課題等を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

22,637
県土マネジ
メ ン ト 部
技術管理課

〇新道路管理デジタル
化推進事業

県実施

ドライブレコーダーの映像解析による道路損傷箇所の検出など、
デジタル技術を活用した道路維持管理の手法を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

40,000

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

自動運転等デジタル
技術を活用した交通
サービス検討事業

県実施

自動運転やＭａａＳ等デジタル技術を活用した交通サービスの導
入を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2 70,000

県土マネジ
メ ン ト 部
まちづくり
プロジェクト
推 進 課

ＡＩ等を活用した洪
水・災害予測検討事
業

県実施

住民への避難情報提供や被災状況早期把握を図るため、洪水・災
害予測システムの構築を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

20,000
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

〇新雨水浸透阻害行為
許可事務電子化検討
事業

県実施

雨水浸透阻害行為許可事務の電子化を検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3 15,000

県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

〇新デジタル技術を活
用した公園管理運営
検討事業

県実施

人気スポット・開花情報の発信など、デジタル技術を活用した県
営公園の管理運営手法の検討
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

10,000
地域デザイン
推 進 局
公園緑地課

〇新奨学金管理システ
ム開発事業

県実施

奈良県高等学校等奨学金貸与条例に基づく奨学金の管理システム
を改修
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3

9,887
教育委員会
学校支援課

〇新高校入試Ｗｅｂ出
願推進事業

県実施

奈良スーパーアプリと校務支援システムとの連携により、高等学
校入学者選抜出願手続をオンライン化
負担区分　国（デジタル推進交付金）／2 3・県／1 3

2,420
教育委員会
高校の特色
づくり推進課

〇新県立学校ネットワ
ーク強靱化事業

県実施

県立学校校務系ネットワークの整備
統合型校務支援システムの運用
校務系端末の保守運用
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2、県／1010

222,536
教育委員会
教育研究所

〇新県立高校情報科学
習環境整備事業

県実施

県立高校における情報科の学習環境を標準化するため、ＢＹＯＤ
による 1人 1台端末に対応した共通プラットフォームを導入
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

23,606
教育委員会
教育研究所

高齢運転者対策推進
事業

県実施

運転免許証の有効期間が満了する75歳以上の運転者等に対する認
知機能検査用タブレットの整備
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

8,283 警 察 本 部

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

3 　栄える「都」をつくる
　　　～奈良県経済の好循環を促し、働きやすく、就業しやすい奈良県にする～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

骨格幹線道路ネット
ワークの整備推進

県実施

奈良県の活力を牽引する骨格幹線道路ネットワークの形成
　国道168号　香芝王寺道路、新天辻工区、阪本工区
　国道169号　高取バイパス
　国道369号　大保道路
　桜井吉野線　ほか
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.510・県／4.510、国／5.310・県／4.710

1,849,338
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

4 　賑わう「都」をつくる
　　　～奈良が有する自然・歴史・文化資源を活用し、観光産業を振興する～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

〇新インバウンド宿泊
誘客促進事業

県実施

インバウンドの本格的な回復に向け、社寺等の魅力を活用した体
験型コンテンツの造成やイベントの開催により、県内への誘客を
促進
負担区分　国／1010

80,000
観 光 局
観 光 プ ロ
モーション課

都市公園整備事業

県実施

大渕池公園　園路等更新工事
負担区分　国／1 2・県／1 2 21,000

地域デザイン
推 進 局
公園緑地課

5 　愉しむ「都」をつくる
　　　～県民が安心して快適に暮らし続けられる奈良をつくる～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

大和川流域総合治水
対策推進事業

県実施

浸水被害の軽減を図るため、河川改良により総合治水対策を推進
　広瀬川外17河川
負担区分　国／1 2・県／1 2

840,000
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

南部東部地域河川改
良事業

県実施

南部・東部地域における治水安全度の向上を図るため、河川改良
を実施
　紀の川、町並川
負担区分　国／1 2・県／1 2

518,700
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

河川情報基盤整備事
業

県実施

河川情報をリアルタイムに把握し、市町村や住民に提供すること
により、災害時の迅速かつ確実な避難行動を支援
　水位局の浸水対策の検討、浸水想定区域図閲覧システムの構築
負担区分　国／1 2・県／1 2

42,000
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

直轄河川事業費負担
金

国実施

河川改良
　大和川流域・紀の川流域における河道掘削、護岸整備等
砂防
　紀伊山系における大規模土砂災害対策等
負担区分　国／2 3・県／1 3

772,300
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

補助ダム堰堤改良事
業

県実施

ダム管理設備改良設計及び工事
　天理ダム、白川ダム
負担区分　国／410・県／610

84,964
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

通常砂防事業

県実施

砂防設備の設置により、土石流等による被害から人家等を保全
　五條市大塔町辻堂外18カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

979,200

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

地すべり対策事業

県実施

地すべり防止施設の設置により、地すべりによる被害から人家等
を保全
　天川村坪内地区外 6カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

458,700

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

急傾斜地崩壊対策事
業

県実施

急傾斜地崩壊防止施設の設置により、急傾斜地の崩壊による被害
から人家等を保全
　宇陀市下田口外 5カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

94,254

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

土砂災害基礎調査・
指定推進事業

県実施

地形改変箇所等について、土砂災害基礎調査を実施し、土砂災害
警戒区域等を指定
負担区分　国／1 3・県／2 3

119,700

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

無電柱化推進事業

県実施

歴史的な景観を保全すべき箇所や市街地幹線道路等において無電
柱化を重点的に推進
　三輪山線、畝傍駅前通り線
負担区分　国／5.510・県／4.510

420,000
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

まちづくり連携協定
関連道路整備事業
　　　（一部再掲）

県実施

まちづくり連携協定を踏まえた道路の整備
　天理王寺線（川西町）
　三輪山線（桜井市）
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.510・県／4.510

218,364
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

国立・国定自然公園
施設等整備事業

県実施

吉野熊野国立公園
　大台ヶ原周回線歩道整備
負担区分　国／1 2・県／1 2
大和青垣国定公園
　柳本駐車場公衆トイレ改修
　中山園地公衆トイレ改修
東海自然歩道橋りょう整備（奈良市内）
負担区分　国／920・県／1120

95,127

水循環・森林
・景観環境部
景観・自然
環 境 課

交通安全施設等整備
事業

県実施

信号機の改良
負担区分　国／1 2・県／1 2、県／1010 88,000 警 察 本 部

児童福祉施設等ＩＣ
Ｔ環境整備事業

市町村・民間実施

幼稚園における書類作成業務や登降園管理など園務の効率化のた
めの環境整備に対し補助
負担区分　国／3 4・実施主体／1 4

58,500

文化・教育・
くらし創造部
教育振興課

・
教育委員会
学 ぶ 力
はぐくみ課

認可外保育施設ＩＣ
Ｔ環境整備事業

民間実施

認可外保育施設における業務の効率化を図るため、保育記録の入
力支援などの環境整備に対し補助
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 4・実施主体／1 4

150

こ ど も
・ 女 性 局
奈 良 っ 子
はぐくみ課
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

放課後児童クラブＩ
ＣＴ化推進事業

市町村実施

放課後児童クラブ等における業務の効率化を図るため、オンライ
ン研修受講やオンライン会議等のための環境整備に対し補助
負担区分　国／1 3・県（地方創生臨時交付金）／1 3・市町村／1 3

19,000

こ ど も
・ 女 性 局
奈 良 っ 子
はぐくみ課

保育士資格取得オン
ライン化事業

民間実施

保育士試験の受験申請や保育士資格登録をオンライン化するため
のシステム改修経費を負担
負担区分　国／1 2・県（地方創生臨時交付金）／1 2 468

こ ど も
・ 女 性 局
奈 良 っ 子
はぐくみ課

保育士修学資金等貸
付原資造成補助金

民間実施

保育士修学資金等の貸付原資の積み増し
　実施主体　奈良県社会福祉協議会
負担区分　国／910・県（地方創生臨時交付金）／110 18,268

こ ど も
・ 女 性 局
奈 良 っ 子
はぐくみ課

出産・子育て応援交
付金市町村補助事業

市町村実施

安心して出産・子育てをできるよう、出産育児関連用品の購入費
への助成や子育て支援サービスの利用負担軽減に取り組む市町村
に対し補助
負担区分　国／1010、国／2 3・県／1 6・市町村／1 6

900,000

こ ど も
・ 女 性 局
女 性 活 躍
推 進 課

〇新悪質商法等対策事
業

県実施

県消費生活センターにおける相談体制の充実を図るため、臨床心
理士による相談サポートを実施
負担区分　国／1010 3,000

文化・教育・
くらし創造部
消費・生活
安 全 課

6 　便利な「都」をつくる
　　　～県土マネジメントを推進し、効率的で便利な交通基盤をつくる～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

道路・街路改良事業
　　　（一部再掲）

県実施

骨格幹線道路ネットワークをはじめ、まちづくりなど重要な施策
に資する事業について「選択と集中」により重点的に実施
　国道168号　香芝王寺道路、新天辻工区、阪本工区
　国道169号　高取バイパス
　国道369号　大保道路
　桜井吉野線、高野天川線、赤滝五條線、畝傍駅前通り線　ほか
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.510・県／4.510、国／5.310・県／4.710

2,521,831
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

橋りょう耐震補強事
業

県実施

緊急輸送道路の橋りょうの耐震対策を実施
　国道169号上之町陸橋、桜井吉野線桜橋
負担区分　国／5.310・県／4.710 42,000

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路災害防除事業

県実施

道路斜面で崩壊等の兆候がある箇所や、法面の危険度、路線の重
要度等を総合的に判断して対策を優先すべき箇所で法面・落石の
防災対策を実施
　国道168号外13路線
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.310・県／4.710

563,800

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路施設老朽化対策
事業

県実施

長寿命化修繕計画に基づく補修・修繕を実施
　国道166号片塩歩道橋外 4施設
　国道168号大川橋外27橋　　　　　
　国道169号戸賀トンネル外19トンネル
負担区分　国5.83/10・県4.17/10

675,559

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路舗装補修事業

県実施

路面の破損が進行し、安全な通行に支障をきたす箇所の対策を実
施
　中和幹線外 9路線
負担区分　国／5.310・県／4.710

735,437

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

7 　健やかな「都」をつくる
　　　～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

〇新医療扶助オンライ
ン資格確認対応事業

県実施

生活保護の医療扶助について、マイナンバーカードを利用したオ
ンライン資格確認の全国導入に対応するためのシステム改修
負担区分　国／1010

8,000
福祉医療部
地域福祉課

〇新障害者総合支援法
指定事業所管理シス
テム改修事業

県実施

令和 6年 4月の障害福祉サービス等の報酬改定及び制度改正に対
応するためのシステム改修
負担区分　国／1 2・県／1 2

2,750
福祉医療部
障害福祉課

〇新障害児通所支援事
業所環境等改善事業

民間実施

障害児の通所時における安全対策の強化を図るため、障害児通所
支援事業所等の送迎バス安全装置の設置や、ＩＣＴを活用した通
所管理システム・子ども見守りサービスの導入等を支援
負担区分　国／1010、国／3 5・県／1 5・実施主体／1 5

45,000
福祉医療部
障害福祉課

障害者福祉施設整備
補助事業

民間実施

障害者支援施設等の整備に対し補助
　大規模修繕
　（福）泰久会　定員52人
負担区分　国／1 2・県／1 4・実施主体／1 4

24,000
福祉医療部
障害福祉課

障害福祉事業所ＩＣ
Ｔ導入等支援事業

民間実施

障害福祉サービス事業所等における感染拡大防止・生産性向上の
ためのＩＣＴ導入等に要する経費に対し補助
負担区分　国／2 3・県（地方創生臨時交付金）／1 3

7,800
福祉医療部
障害福祉課

〇新感染症対応強化事
業

県実施

令和 6年度施行予定の感染症法の改正を念頭に、保健所の体制を
強化するとともに、医療機関とのネットワーク強化により新しい
感染症等へ対応
負担区分　国／1010

18,000
医療政策局
疾病対策課

8 　智恵の「都」をつくる
　　　～すべての県民が、生涯良く学び続けられ、奈良の歴史文化に親しめる地域をつくる～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

文化財保存事業費補
助金

民間実施

国指定文化財の保存、修理に対し補助
　防災施設整備等
　　東大寺金堂（大仏殿） 、元興寺極楽坊本堂、
　　長谷寺本堂　ほか
負担区分　国80％・県 5％・実施主体15％、
　　　　　国70％・県 4％・実施主体26％、
　　　　　国65％・県 4％・実施主体31％

22,140
文化・教育・
くらし創造部
文化財保存課

特別支援学校長寿命
化整備事業

県実施

トイレの洋式化
負担区分　国／1 3・県／2 3 36,000

教育委員会
学校支援課

ＧＩＧＡスクール運
営支援センター運営
事業

県実施

県内公立学校における教育情報化を支援するため、ＧＩＧＡスク
ール運営支援センターを運営
負担区分　国／1 2・県及び市町村／1 2

123,829
教育委員会
教育研究所

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

〇新「新たな教師の学
び」推進事業

県実施

教員の個別最適な学び・協働的な学びを実現し、資質向上を図る
ため、デジタル技術を活用したオンライン研修コンテンツを作成
負担区分　国／2 3・県／1 3

12,000
教育委員会
教育研究所

9 　豊かな「都」をつくる
　　　～県内の農・畜産・水産業・林業の振興、農村活性化、脱炭素エネルギー政策、
　　　　森林を護る施策を進める～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

土地改良事業（県営
事業）

県実施

県営ほ場整備事業
　奈良市北村地区
　負担区分　国50％・県27.5％・市町村11.25％・受益者11.25％
　広陵町百済川向地区
　負担区分　国62.5％・県27.5％・市町村10％
畑地帯総合整備事業
　下市町栃原地区
　負担区分　国55％・県27.5％・市町村10％・受益者7.5％
　田原本町法貴寺地区
　負担区分　国50％・県27.5％・市町村12.5％・受益者10％

235,956
食 と 農 の
振 興 部
農村振興課

土地改良事業（団体
営事業）
市町村・民間実施

農業水利施設整備・診断事業
　満田地区・大網地区（田原本町） 、宮奥地区（宇陀市）　ほか
負担区分　�国／1010、国50～55％・県5％・市町村又は受益者45～40％

18,963
食 と 農 の
振 興 部
農村振興課

農地防災事業（県営
事業）

県実施

県営ため池整備事業
　高山地区（生駒市） 、葛城山麓地区（葛城市） 、
　桜池地区（斑鳩町）
負担区分　国／1010、国55％・県34％・市町村又は受益者11％

164,294
食 と 農 の
振 興 部
農村振興課

農地防災事業（団体
営事業）

市町村実施

ため池防災対策推進事業
　橿原市、御所市、葛城市、河合町
ため池防災対策調査計画事業
　奈良市、天理市　ほか
負担区分　�国／1010、国50～55％・県42～5％・市町村又は受益者8～40％

659,551
食 と 農 の
振 興 部
農村振興課

国営施設応急対策事
業費負担金

国実施

農業水利施設の改修
　五條吉野地区
負担区分　国69.99％・県16.01％・市町村 9％・受益者 5％

19,700
食 と 農 の
振 興 部
農村振興課

中山間地域所得確保
推進事業

民間実施

中山間地域における農業所得確保に向けた計画策定・実施等に対
し補助
　実施主体　忍辱山町棚田振興協議会
負担区分　国／1010

2,000

食 と 農 の
振 興 部
豊かな食と
農の振興課

〇新園芸産地における
事業継続強化対策事
業

県・民間実施

災害に強い園芸産地の形成に向け、既存ハウスの補強等の被害防
止対策に対し補助
　実施主体　西和花卉部会
事業継続計画の策定・体制整備
負担区分　国／1010、国／1 2・実施主体／1 2

12,500

食 と 農 の
振 興 部
農 業 水 産
振 興 課
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

畜産競争力強化対策
整備事業

民間実施

畜産競争力強化に資する施設等の整備に対し補助
　子牛舎の整備
　　実施主体　山添村酪農クラスター協議会
負担区分　国／1 2・実施主体／1 2

85,000
食 と 農 の
振 興 部
畜 産 課

担い手確保・経営強
化支援事業

民間実施

人・農地プランに基づき、農地の集積・集約化を進める地区にお
いて、地域の中心経営体等が行う農業用機械・施設等の導入に対
し補助
　補助対象　融資機関からの融資残額
負担区分　国／1 2・実施主体／1 2

26,000

食 と 農 の
振 興 部
担 い 手 ・
農地マネジ
メ ン ト 課

農地中間管理事業等
推進基金造成事業

県実施

農用地の利用の効率化及び高度化を促進し、農業の生産性の向上
を図るとともに、農業構造の改革を推進するための基金の積立て
負担区分　国／1010 26,330

食 と 農 の
振 興 部
担 い 手 ・
農地マネジ
メ ン ト 課

奈良県木材生産推進
事業

民間実施

木材安定供給団地での、長期間使用できる壊れにくい作業道（奈
良型作業道）の重点開設等に対し補助
　奈良型作業道重点開設
　負担区分　国51％・県30％～37％・実施主体19％～12％
　木材生産強化（利用間伐）
　負担区分　国51％・県17％・実施主体32％

132,001

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

林道整備事業

民間実施

県営林道開設　殿野坪内線
負担区分　国／1 2・県／1 2 42,400

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

森林資源適正管理推
進事業

民間実施

森林の持つ多面的機能の維持・増進を図るための森林整備に対し
補助
負担区分　国51％・県17％・実施主体32％

107,230

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

治山事業

県実施

山地治山　 4カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2 73,500

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

民有林直轄治山事業
費負担金

国実施

新宮川水系十津川地区
負担区分　国／2 3・県／1 3 68,700

水循環・森林
・景観環境部
森 林 資 源
生 産 課

木材加工流通施設整
備事業

民間実施

県産材を取り扱う製材工場等が行う加工流通施設や設備の整備に
対し補助
　実施主体　桜井木材協同組合、赤庄産業（株） 、（株）櫻井、
　　　　　　吉田製材（株）
　整備内容　モルダー、ツインバンドソー等
負担区分　国／1 2・実施主体／1 2

298,551

水循環・森林
・景観環境部
奈 良 の 木
ブランド課
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

10　誇らしい「都」をつくる
　　　～奈良のポテンシャルを最大限に活かしたまちづくりを進め、地域の新たな未来を切り開く～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

大和平野中央田園都
市構想推進事業　

県・市町村実施

大和平野中央部にデジタル田園都市を形成する「大和平野中央田
園都市構想」を推進
　〇新県と磯城郡 3町で構成する協議会の設立・運営
負担区分　国（デジタル推進交付金）／1 2・県／1 2

89,860

文化・教育・
くらし創造部
大 和 平 野
中央構想・
ス タ ー ト
アップ推進課

災害に強い道路ネッ
トワークの整備推進
　　　　　（再掲）

県実施

地域を支える主要な道路ネットワークの形成
　国道169号　高取バイパス
　高野天川線、赤滝五條線　ほか
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.510・県／4.510、国／5.310・県／4.710

2,027,146
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

五條新宮道路の整備
推進（国道168号）
　　　　　（再掲）

県実施

紀伊半島アンカールートを形成する「五條新宮道路」の早期整備
　国道168号　新天辻工区、阪本工区
負担区分　国／5.510・県／4.510

139,650
県土マネジ
メ ン ト 部
道路建設課

橋りょう耐震補強事
業（南部・東部）
　　　　　（再掲）

県実施

緊急輸送道路の橋りょうの耐震対策を実施
　国道169号上之町陸橋、桜井吉野線桜橋
負担区分　国／5.310・県／4.710

42,000

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路災害防除事業（南
部・東部）  （再掲）

県実施

道路斜面で崩壊等の兆候がある箇所や、法面の危険度、路線の重
要度等を総合的に判断して対策を優先すべき箇所で法面・落石の
防災対策を実施
　国道169号外12路線
負担区分　国5.83/10・県4.17/10、国／5.310・県／4.710

548,050

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路施設老朽化対策
事業（南部・東部）
　　　　　（再掲）

県実施

長寿命化修繕計画に基づく補修・修繕を実施
　国道168号大川橋外19橋
　国道169号戸賀トンネル外19トンネル
負担区分　国5.83/10・県4.17/10

439,384

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

道路舗装補修事業（南
部・東部）  （再掲）

県実施

路面の破損が進行し、安全な通行に支障をきたす箇所の対策を実
施
　国道165号外 4路線
負担区分　国／5.310・県／4.710

210,437

県土マネジ
メ ン ト 部
道路マネジ
メ ン ト 課

直轄河川事業費負担
金（南部・東部）
　　　　　（再掲）

国実施

河川改良
　紀の川流域における河道掘削、護岸整備等
砂防
　紀伊山系における大規模土砂災害対策等
負担区分　国／2 3・県／1 3

346,400
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

南部東部地域河川改
良事業　　（再掲）

県実施

南部・東部地域における治水安全度の向上を図るため、河川改良
を実施
　紀の川、町並川
負担区分　国／1 2・県／1 2

518,700
県土マネジ
メ ン ト 部
河川整備課

千円
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事　　業　　名　　及　　び　　そ　　の　　内　　容

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

通常砂防事業（南部�
・東部）　  （再掲）

県実施

砂防設備の設置により、土石流等による被害から人家等を保全
　五條市大塔町辻堂外10カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

601,400

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

地すべり対策事業（南�
部・東部）  （再掲）

県実施

地すべり防止施設の設置により、地すべりによる被害から人家等
を保全
　天川村坪内地区外 3カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

431,500

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

急傾斜地崩壊対策事
業（南部・東部）
　　　　　（再掲）

県実施

急傾斜地崩壊防止施設の設置により、急傾斜地の崩壊による被害
から人家等を保全
　宇陀市下田口外 3カ所
負担区分　国／1 2・県／1 2

81,811

県土マネジ
メ ン ト 部
砂防・災害
対 策 課

千円
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 　 2 　令和 4年度奈良県国民健康保険事業費特別会計補正予算（第 2号）
� 150,000千円
　【総括表】

� （単位：千円）

国 庫 支 出 金 150,000

　健やかな「都」をつくる
　　～健康寿命日本一を目標に、高齢者、障害者を含む、誰もが健やかに暮らせる地域をつくる～

事　　業　　名 事　　　 業　　　 内　　　 容
4  年 度
2 月補正

担当部局
・課室名

保険給付費等交付金

市町村実施

保険料（税）の減免措置に要する経費を市町村へ交付
負担区分　国／1010 150,000

医療・介護
保 険 局
医療保険課

財 源 内 訳

千円




